
研究活動上の不正行為の防止等に関する規程 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人レーザー技術総合研究所(以下「法人」という。)に

おける、研究活動上の不正行為を防止する適正な運営・管理体制を整備するととも

に、研究活動上の不正行為が行われ、又はその恐れがある場合に適切に対応するた

めに必要な事項を定めることを目的とする。  

 

（定義） 

第２条 この規程において対象とする研究活動上の不正行為(以下、「特定不正行為」

という。)とは、研究活動の立案・計画・実施・成果発表の各過程における、次の

各号に掲げる行為とする。ただし、故意によるものではないことが根拠をもって

明らかにされたものは、特定不正行為には当たらないものとする。 

（１）捏造存在しないデータ、研究結果等を作成すること。 

（２） 改ざん研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によっ

て得られた結果等を真正でないものに加工すること。 

（３）盗用他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、 論文を、

当該研究者の了解又は適切な表示なく流用すること。  

２ この規程において「職員等」とは、役員、職員、任期付研究員、任期付職員、 非常

勤職員並びにその他の法人の業務を行う者をいう。  

３ この規程において、「部署」とは各研究チーム等をいう。  

 

（責任体制） 

第３条 特定不正行為の防止等に関して、法人に最高管理責任者、統括管理責任者、

コンプライアンス推進責任者及びコンプライアンス推進副責任者を置く。  

２ 最高管理責任者は、法人全体を統括し、特定不正行為の防止等について最終責任

を負うものとし、理事長がその任に当たる。  

３ 統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐するものとして、副理事長又は常務理事

(総務担当)がその任に当たり、特定不正行為が行われ、又はその恐れがある場合

には、関係部署と連携して適切に対応する。  

４ コンプライアンス推進責任者は、各部署における研究倫理教育について責任と権

限を持つものとして、各部署の長がその任に当たる。  



５ コンプライアンス推進副責任者は、コンプライアンス推進責任者を補佐し、 研究

倫理教育を定期的に行う責任と権限を持つものとし、総務担当マネージャーがその

任に当たる。  

 

（職員等の責務） 

第４条 法人において研究活動に従事するすべての職員等は、健全な研究活動を保持し、

特定不正行為を行ってはならない。  

２ 職員等は、研究活動にあたって、生データ、実験・観察ノート、実験試料・ 試薬な

ど研究成果の事後による検証を可能とするものについて一定期間保存等を行わな

ければならない。  

３ 職員等は、この規程に基づく最高管理責任者の指示等に従い、第 10 条から第 16 条

に定める調査等に協力しなければならない。  

 

（部署の長の責務） 

第５条 部署の長は、各部署における特定不正行為の防止等に関し総括し、第７条によ

る告発があったときは、第 10 条に定める予備調査を実施するなど適切に対処しな

ければならない。 

 

（受付窓口） 

第６条 法人における特定不正行為に関する通報、告発等(以下「告発」という。) 及び

告発に関する相談に対応するため、受付窓口を設置する。  

２ 前項の受付窓口は、総務部の中に設け、これを公益通報窓口とする。 

３ 受付窓口は法人外からの告発にも対応する。 

  

（告発の取扱い） 

第７条 特定不正行為に関する告発をしようとする者は、書面、電話、FAX、電子メー

ル、面談など、告発の方法を自由に選択し、受付窓口へ行うものとする。 

２ 前項の告発は、原則として顕名によるものとし、次の各号に掲げる事項を明示し

たもののみ受け付ける。  

（１）特定不正行為を行ったとする職員等の氏名又は部署等の名称 

（２）特定不正行為の具体的内容 

（３）特定不正行為の内容を不正とする科学的な合理性のある理由  



３ 匿名による告発があった場合は、告発の内容に応じ、顕名による告発があった場

合に準じた取扱いをすることができる。  

４ 告発の意志を明示しない相談があった場合、その内容を確認・精査し、相当の理

由があると認めた場合は、前項の匿名による告発があった場合に準じた取扱いを

することができる。  

５ 書面による告発など、受付窓口が受け付けた否かを告発者が知りえない方法によ

る告発がなされた場合は、匿名による告発の場合を除き、告発者に告発を受け付け

たことを通知する。  

６ 受付窓口は、告発を受け付けたときは、速やかに統括管理責任者を通じて最高管理

責任者に報告する。 

７ 告発者の了解がない限り、何人も告発者の氏名あるいは告発者を特定できるような

情報を被告発者に開示してはならない。 

  

（受付窓口担当者の義務） 

第８条 受付窓口の担当者は、業務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。

また、当該受付窓口の担当者でなくなった後も、同様とする。 

 

 （告発に係る調査）  

第９条 最高管理責任者は、第７条第６項の規定による報告を受けたときは、当該告発

の対象となっている部署の長に通知するとともに、次条から第 16 条の定めるとこ

ろにより、当該告発がなされた事案について、必要な調査等を行わせるものとする。  

２ 学会等の科学コミュニティや報道、インターネット上で、特定不正行為の疑いが指

摘された場合、最高管理責任者は、告発があった場合に準じて取り扱うことがで

きる。  

 

（告発に係る予備調査） 

第 10 条 最高管理責任者は、第７条第６項の規定による報告を受けたときは、 速やか

に当該告発の対象となっている部署の長（当該告発の対象となっている 部署の長

が、告発の対象となっているときは、告発の対象となっていない部署の長がこれ

に代わるものとする。以下「当該部署の長」という。）に、次の各号に掲げる事

項について予備調査を行わせ、予備調査を指示してから１４日以内に、その調査

結果の報告を受けるものとする。  

（１）告発がされた特定不正行為が行われた可能性 



（２）告発の際に示された科学的な合理性のある理由の論理性 

（３）告発された事案に係る研究活動の公表から告発までの期間が、生データ実験・観

察ノート、実験試料・試薬など研究成果の事後の検証を可能とするものについての各

研究分野の特性に応じた合理的な保存期間を超えるか否か  

（４）その他必要と認める事項  

２ 当該部署の長は、前項の予備調査の実施に関し、告発者、被告発者その他関係者

に対し、必要な協力等を求めることができる。  

３ 前項の協力を求められた告発者、被告発者その他関係者は、誠実にこれに協力等

するものとし、正当な理由なくこれを拒絶することはできない。  

４ 最高管理責任者は、予備調査の結果に基づき、告発の受付から３０日以内に、当該

告発がなされた事案について、本格的な調査（以下「本調査」という。）を行うべ

きか否かを決定する。  

５ 前項の規定により、本調査を行わないことを決定したときは、最高管理責任者

は、その旨を理由を付して告発者に通知する。この場合、法人は予備調査に係る

資料等を保存し、告発者の求めに応じて開示するものとする。  

 

（本調査） 

第 11 条 最高管理責任者は、本調査を行うことを決定したときは、決定後３０日以内

に調査委員会を設置し、本調査を開始するものとする。  

２ 最高管理責任者は、本調査を行うことを決定したときは、その旨を告発者及び被

告発者に通知する。  

３ 最高管理責任者は、本調査を行うことを決定した場合において、当該告発に係る

研究が他機関からの資金配分を受けて行われたものであるとき、又は配分が予定

されているときは、当該資金配分を受けた機関及び関係省庁（以下「配分機関等」

という。）に対し、本調査を行う旨報告する。  

 

（調査委員会） 

第 12 条 調査委員会は、次に掲げる委員をもって構成する。  

（１）最高管理責任者 

（２）当該部署の長 

（３）当該告発にかかる部署の職員 若干名 

（４）当該告発にかかる部署以外の部署の職員で、当該告発の対象となっている研究分

野の職員若干名 



（５）最高管理責任者が必要と認める外部有識者  

２ 前項第３号から第５号までの委員は、告発者及び被告発者と直接の利害関係を有

しない者とし、第５号の委員の人数は、調査委員全体の半数以上となるようにする。  

３ 最高管理責任者は、調査委員会を設置したときは、調査委員の氏名及び所属

を告発者及び被告発者に通知するものとする。  

４ 告発者及び被告発者は、前項の通知に対して、通知日から７日以内に、異議 申立て

をできるものとし、異議申立てがあった場合、最高管理責任者はその内容を審査

し、必要と認めるときは、異議申立てに係る調査委員を交代させることができる。  

５ 最高管理責任者は、前項の規定により調査委員を交代させたときは、当該調査委

員の氏名及び所属を告発者及び被告発者に通知するものとする。  

６ 調査委員会における調査は、告発された事案に係る研究活動に関する論文、 実験・

観察ノート、生データ等の資料の精査及び関係者のヒアリングにより行い、必要

に応じ、被告発者に対して、再実験等を要請して必要資料の提出を求めるものとす

る。  

７ 前項の調査に際しては、被告発者に対し、弁明の機会を与えてその聴取をすると

ともに、再実験等を要請する場合には、それに要する期間及び機会を与えなけれ

ばならない。  

８ 調査委員会は、第 6項の規定にかかわらず、当該調査において有益かつ必要と認め

るときは、調査に関連する被告発者の他の研究活動を調査の対象とすることができ

る。  

９ 調査委員会は、調査対象となる研究活動に関して、事実の適正な認定に必要な資

料等を保全する措置をとらなければならない。  

10 調査委員会は、本調査を実施するにあたって、調査の対象となる公表前のデータ

や論文等の研究又は技術上秘密とすべき情報が外部に漏洩しないよう十分注意し

なければならない。  

11 調査委員会の運営等に関し必要な事項は、調査委員会が定める。  

12 調査委員会の事務は、総務部が行う。 

  

（認定） 

第 13 条 調査委員会は、本調査の開始から１５０日以内に調査した内容を取りまと

め、次の各号に掲げる事項の認定を行うとともに、認定を含んだ当該調査の結果

をまとめ、最高管理責任者に報告する。 

（１）特定不正行為が行われたか否か 



（２）特定不正行為が行われたと認定したときは、その内容、特定不正行為に関与した

者とその関与の度合、特定不正行為と認定された研究活動に係る論文等の各著者

の当該論文等及び当該研究活動における役割 

 

（調査結果の通知） 

第 14 条 最高管理責任者は、前条の調査の結果を速やかに、告発者及び被告発者に通

知するものとする。  

２ 最高管理責任者は、当該告発に係る研究が他機関からの配分を受けて行われたも

のであるときは、配分機関等に前条の調査の結果を報告し、必要な対応を協議する

ものとする。  

３ 最高管理責任者は、特定不正行為と認定された研究活動に係る研究成果等について、

関連する論文掲載機関、関連する研究機関その他の関連機関に認定の概要を通知し、

必要な対応を協議するものとする。  

 

（措置） 

第 15 条 最高管理責任者は、被告発者に特定不正行為の事実があると確認した場合

は、次に掲げる措置をとるものとする。  

（１）被告発者に対して特定不正行為と認定された研究活動の停止を命ずる業務命令  

（２）就業規則等 (以下「就業規則等」という。)に基づく処分  

２ 最高管理責任者は、被告発者に特定不正行為の事実がないと確認した場合は、被告

発者の研究開発活動の円滑な再開及び名誉回復のために必要な措置とるものとす

る。 

 

（不服申立て） 

第16条 第13条の規定により、特定不正行為が行われたと認定された被告発者は、そ

の認定に対し不服がある場合は、第 14 条第 1項の通知を受けてから ３０日以内

に、最高管理責任者に対し、不服申立てを行うことができる。ただし、同一理由

による不服申立てを繰り返すことはできない。  

２ 告発が不正の利益を得る目的、他人に損害を与える目的その他の不正の目的である

と認定された告発者は、その認定について前項に準じて不服申立てを行うことが

できる。  

３ 最高管理責任者は、不服申立ての審査を、調査委員会に行わせるものとする。  



４ 調査委員会は、不服申立ての趣旨、理由等を勘案し、再調査を行うか否かを速やか

に決定し、その結果を最高管理責任者に報告する。  

５ 最高管理責任者は、第１項の不服申立てを受けたときは、その旨を告発者に通知す

るとともに、当該事案に係る研究が他機関からの配分を受けて行われたものであ

るときは、配分機関等に対してもその旨を報告する。  

６ 調査委員会が再調査を開始した場合、再調査開始から５０日以内に、先の調査結果

を覆すか否かを決定し、その結果を最高管理責任者に報告する。  

７ 最高管理責任者は、前項の再調査結果を速やかに告発者及び被告発者に通知すると

ともに、当該事案に係る研究が他機関からの配分を受けて行われたものであると

きは、当該配分機関等に対してもその結果を報告する。  

 

（調査結果の公表） 

第 17 条 最高管理責任者は、特定不正行為の事実があると認定したときは、速やかに

調査結果を公表するものとする。 

  

（秘密の保持） 

第 18 条 最高管理責任者、統括管理責任者、調査委員会委員その他特定不正行為の調

査等に携わる者は、受付及び調査の過程において知ることのできた秘密を漏らし

てはならない。 

  

（不利益取扱いの禁止） 

第 19 条 法人の職員等は、告発が不正の利益を得る目的、他人に損害を与える目的そ

の他の不正の目的でない限り、当該告発を公益通報者保護法の定める公益通報に

準じた扱いとし、当該告発者に対し、不利益な取扱いをしてはならない。 

 

（不正防止計画） 

第 20 条 特定不正防止対策を推進するために、別に特定不正防止計画を策定する。 

２ 前項の事務は、総務部において行う。 

  

（その他） 

第 21 条 この規程に定めるものの他、この規程の実施に関し必要な事項は、別に定め

る。 

  



 

附 則  

この内規は、平成２８年２月１０日から施行する。  

 

附 則  

この内規は第 16 回理事会で規程となり、平成２８年３月９日から施行する。  


